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改定履歴 

タイトル  発刊年月日  備考  

地籍調査事業費積算システム(β1) 
2018 年度版  

2018/4/2  

地籍調査事業費積算システム(β2) 
2018 年度版  

2018/4/27 材料単価、基本情報及び変化率の変更機
能追加  

地籍調査事業費積算システム (正規
版) 
2018 年度版  

2018/9/12 都市再生地籍調査事業及び官民境界等
先行調査の事業費算定機能追加  
シミュレーション機能の追加  
αＦの増加特例算出機能の追加  
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主な変更内容 

対象項目  主な改善点及び機能追加  
事業メニュー  都市再生地籍調査事業及び官民境界等先行調査の事業算定機

能を追加する。  

シミュレーション機能  ①Ｅ工程及びＨ工程の当該年度における標準工程の作業追
加・取消の選択を可能とし、歩掛値についても変更可能とする。
追加・取消した作業名については、工程別基準額の先頭に表示
する。  
②工程別基準額、算定簿Ａに計算式を挿入することで、表計算
上でのシミュレーションを可能とした。  

基本情報  委託形態で直営を選択した場合に、Ｈ工程（Ｈ１、Ｈ２、Ｈ３）
を外注で委託可能とする。  

基本情報  地籍調査一般でも、電子基準点を与点としたＣ工程の算定を可
能とする。Ｄ工程以降は従来法地籍調査を行った場合の算定と
する。  

委託共通  その他として、以下の①~⑥の経費を入力可能とする。  
①ＦＲ工程  
②電子基準点を与点としたＤ工程  
③単点観測（ＦⅠ工程）  
④数値情報化  
⑤リモートセンシング技術  
⑥その他経費  

変化率  αＦの増加特例を算出する機能を追加する。  

材料設定  規定されていない標識の単価設定については、備考欄にコメン
トを入力できるようにする。  

委託工程別メニュー  電子基準点を与点したＣ工程の整合点検あり、ＧＮＳＳアンテ
ナタワーありの算定を可能とする（β２版では不可能）。  
C 工程、D 工程を省略した場合に換算面積を次工程（FⅠ工程）
に加算して表示することを可能とする。  

算定簿(A) ①打合せ経費についは、算定簿 A 表の特記事項欄に内訳(技術
者、回数)を表示する。  
②算定簿 A 表の特記事項欄に諸経費率を算出する根拠となる
直接経費を表示する。  
③補正率を適用した場合は特記事項欄に表示する。  
④連乗計数については小数点以下第 3 位までする。  
⑤各調査地区の直接経費を直接入力変更すると諸経費率、諸経
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費、消費税相当額、附帯経費、地籍調査事業費を再計算する計
算式を挿入した。  
⑥換算面積を計算した結果、小数点以下 2 桁まで[0.00]の場合
は、小数点以下 4 桁（四捨五入）まで求め[換算面積未計上欄
（新規）]に表示する。  

算定簿(D) ①各工程の直接経費を変更することで、諸経費、消費税相当額、
計画区合計額を再計算する計算式を組み入れる。  
②算定簿(D)で集計対象とする登録地区名を選択可能とした。  
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第1章 本システムについて 

はじめる前に必ずお読みください。  
  
  

1.1 総則 

（公社）全国国土調査協会会員（以下「協会員」という）及び地籍調査事業費積算
システム（以下「本システム」という）使用者は、インストールされた本システムを
下記の条件で使用することができます。  
 

(著作権) 
本システムに関する著作権等の知的財産権は、当協会に帰属し又は第三者から正

当なライセンスを得たものです。  
(使用権) 
使用者は、PC に搭載された HDD その他の記憶装置に本システムをインストール

使用することができます。  
(制限事項) 
本システムを PC から起動する際は、あらかじめ登録した ID・パスワードで使用

することができます。  
２  使用者は、本システムを全部または一部であるかを問わず複製することはでき
ません。  
３  本システムを第三者に転売、貸与またはリースすることはできません。  
(使用期間) 
協会員は、当該年度の本システムを 4 月１日から翌 3 月末まで使用できます。  
本システム購入者かつ保守契約者は、初年度は購入日から 3 月末まで。翌年度以

降は、保守契約（継続）することで、翌年度版の本システムを 1 年間使用すること
ができます。  
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1.2 システム要件 

 
本システムを使用するには以下の要件を満たす必要があります。  

必要なソフトウェア  
MicrosoftExcel2010、2013、2016 
(別バージョンについて、動作保証はいたしません) 

メモリ  512 MB 以上の  RAM を推奨  

ハード  ディスク  2GB の空きハード  ディスク容量  

オペレーティング  システム  Windows 10、Windows 7 

ディスプレイ  
Super VGA(1024 × 768)以上の解像度のモニタ  
Super VGA(1280 × 1024)以上推奨  

プリンター  
A4 用紙が印刷できるプリンターが  
インストールされていること  

 
 

1.3 システムのダウンロードの仕方について 

正規版の配布方法は以下のとおりです。  

• 協会員：  会員用 HP からダウンロードして下さい。もし、ダウンロードできない
場合は、メールで送付いたします。  

• 民間： ダウンロードページにアクセスしてください。ダウンロード方法はダウン
ロードページを参照してください。  
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第2章 システム概要 

本システムは、地籍調査条件（調査面積、縮尺、精度区分、調査筆数）、地形条件（傾
斜度、視通障害）、測量条件（測量法、観測法、測量機器）を入力することで、地籍調
査事業費積算基準書に基づき、誰でも簡単に地籍調査事業費を算定することを可能と
したものです。  
本システムでは、地籍調査事業メニューである地籍調査事業一般、都市再生地籍調

査事業、都市再生地籍調査事業（官民境界等先行調査）を委託形態別（直営、外注、2
項委託）、工程条件（工程省略、既存成果の活用）にて算定できるものです。  
 

算定メニュー 

• 地籍調査事業一般（直営、外注、2 項委託）  

• 都市再生地籍調査事業（直営、外注、2 項委託）  

• 都市再生地籍調査事業（官民境界等先行調査（直営、外注、２項委託）） 

 

地区選択画面(TOP 画面) 

地籍調査事業地区の登録、更新、削除を行います。  
 

直営工程(D)の算定 

はじめに、当該年度に実施する各調査地区共有の直営作業及び委託作業に係る直接
経費を計上します。ここでの直接経費（共有経費）とは調査地区で配分できない経費
のことです（例：臨時職員の賃金、事務支援システムのリース料等）。  
計上した共有経費は算定簿(D)の直営工程(Ｄ)の合計に表示されます。  

 

地区登録 

地区選択画面より、地区別に調査名を入力して基本情報・変化率・委託共通の登録
を行います。  
当該年度に実施する調査地区は連番を付すことで複数登録することができます。  

 

地区更新 

登録した基本情報（縮尺、精度区分を除く）変化率、委託共通の内容を更新するこ
とができます。  
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更新した場合、算定した工程別基準額はすべて初期化されます。  
 

地区削除 

登録した地区名を削除することができます。  
 

工程別基準額の算出 

[委託工程別メニュー]画面より、測量法、観測法、使用する測量機器、標識の材料質
及び規格、成果検定費を選択することで、Ｃ工程からＨ工程までの工程別基準額を算
出します。算出結果は、Excel ファイルで出力・保存することができます。  

• [委託料共通]タブ  
 [基本情報・変化率・委託共通]画面の[委託共通]タブから入力した共通経費を確
認し、変更することができます。ここでの共通経費とは、各工程で配分できない
経費のことです。（例：旅費、打ち合わせ費等）  

• [直営工程(Ａ)]タブ  

直営作業（E 工程、H 工程）を実施するために直接経費として必要なＥ工程の標
識（筆界基準杭、市町村境界杭、筆界点杭）の材料費、消耗品費、旅費、安全費
等を計上することができます。  
計上した直接経費は算定簿(A)直接経費の直営工程（列）に表示されます。  

 

算定簿(A)の作成 

各工程（C 工程～H 工程）の工程別基準額の算出（登録）が終わりましたら委託工
程及び直営工程の直接経費を集計した調査地区事業費、算定簿(A)（計画区合計金額）
を作成します。  
その他にも積算する地籍調査地区がある場合は[地区選択画面]より、次の調査地区を

登録することができます。当該年度に実施する調査地区は連番を付すことで複数地区
を登録することができます。  
 

算定簿(D)の作成 

当該年度に実施するすべての調査地区の算定が終わりましたら当該年度に実施した
すべての調査地区事業費（計画区合計金額）を集計する算定簿(D)（地籍調査事業費）
を作成します。  
その際、調査地区事業費で計算した諸経費及び消費税相当額は不計上にして、調査

地区事業費の合計額における諸経費及び消費税をあらためて算定します。  
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第3章 起動方法 

3.1 解凍と起動方法 

1） ダウンロードページからアプリケーションファイルをダウンロード 
ダウンロードページからアプリケーションファイルをダウンロードします。  
指示に従ってダウンロードを進めてください。  

 
ダウンロードしたファイルが圧縮ファイルになっていた場合、一般的な方法として

ダブルクリックで起動するか、圧縮ファイルを右クリックでメニューを表示し[解凍す
る]を選択します。  
 

2） アプリケーションを起動 
フォルダ内の[地籍調査事業費積算システム .exe]をクリックし、アプリケーションを

起動します。  
 
 

参考：  ショートカットの作成方法  

[地籍調査事業費積算システム .exe]を右クリックし、[ショートカットの作成]を選択
すると[ショートカット]を作成することできます。  
作成したショートカットはデスクトップやプログラムメニューに登録することがで

きます。   
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第4章 算定手順 

4.1 地区選択画面(TOP 画面) 

1） [地籍調査事業費積算システム]を起動 
[地籍調査事業費積算システム .exe]をクリックし、アプリケーションを起動します。 
初回起動時の TOP 画面には何も登録されていません。  
 
算定は、[STEP１  直営工程(D)の算定]→[STEP２  基本情報・変化率・委託共通の登

録]→[STEP３  工程別基準額の算定、直営工程(A)の算定、調査地区事業費の算定(算定
簿(A))]→[STEP４  調査地区事業費の集計(算定簿(D))]の手順で行います。  
 
※   最初に直営工程(D)の算定を行うのは、直営工程（E 工程、H 工程）を実施するた

めに必要な需用費（消耗品費等）及び安全費を算出するために直営工程の直接作
業費の賃金及び報償費を入力するためです。  
（直営工程）  直接作業費  ＝  賃金  ＋  報償費  ＋  需用費(材料費) 
需用費（消耗品費等）：E 工程は直接作業費の３％以内、H 工程は直接作業の５％
以内。   
       安全費  ＝  直接作業費  ＋  安全費率  
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TOP 画面 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 

 

 
メニューバー 

• ファイル：  積算システムを終了します。  

• 地区選択：  地籍調査事業地区選択画面が表示されます。  

• ツ ー ル：  全国国土調査協会の成果検定料金表、材料費単価表を表示できます。 
- 材料費単価表：  あらかじめ設定されている国内メーカ標準価格です（C 工程～
FⅠ工程）。  

• バージョン情報： 地籍調査事業費積算基準書の適用年度、積算システムのバージ
ョン情報、ネットワークフレームのバージョン情報が表示されます。  

算定手順で使用するボタン 

• STEP１  直営工程(D)：  直営工程(D)の算定（→P16）  

• STEP２  地区登録：  基本情報・変化率・委託共通の登録（→P18）  

• STEP３  委託工程別メニュー：  工程別基準額の算定（→P29）  

• STEP４  算定簿(D)：  算定簿(D)の出力（→P84) 

その他画面ボタン 

• 地区更新  ：  登録した基本情報（縮尺、精度区分を除く）・変化率・委託共通の
内容を変更します。地区を更新すると、既に算定されている工程別基準額はすべ
て初期化されます。  

• 地区削除  ：  地区選択画面で選択した地区を削除します。  

• 終 了 ：  積算システムを終了します。  

STEP１ 
 
STEP２ 

STEP３ 
 

STEP４ 
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参考：  ボタンのショートカット  

ボタン表記名の[(5)]などはキーボードショートカットです。例えば[直営工程(D)(5)]
の場合、[[Alt]キー+[5]キー]を押すと、クリック同様の操作を行うことができます。  
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4.2 算定フロー図(操作手順) 

 



地籍調査事業費積算システム(正規版) 2018年度版 
簡単操作説明書 

16 

4.3 算定手順 

STEP1 直営工程(D)の算定 

1） 直体工程(D)をクリックし、[直営工程(D)]を表示【➊❷】 
 

  

 
 
直営工程(D)では当該年度に実施する調査地区の直営作業及び外注作業に係る各調

査地区共有の直接経費を入力します。  
計上した共有経費は算定簿(D)の直営工程(D)の合計に表示されます。  

  

➊ 

❷ 
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2） 入力したい経費項目をチェックオンして直接金額を入力【a～e、➊】 
以下、共有経費の項目です。算定したい経費項目のチェックをオンにして[登録]をク

リックしてください。[備考]欄にはコメントを入力することができますが、算定簿(D)
には表示されません。  

 
a. 賃金 

臨時職員単価（日額）、必要人日を入力します。  
- 例：必要日数=臨時職員数（2 名）×日数（20 日）＝40 人日  

b. 報償費 
市区町村規定謝礼金単価（日額）、必要人日を入力します。  

c. 使用料及び賃貸料 
直営作業を実施するために必要な基地の設置、または使用に要する使用料及び

賃借料を入力します。  
事務支援システムを使用する場合は、事務支援システム構成に応じたリース月

額、リース月数を入力し、使用する事務支援システム構成を選択します。  

d. 精度管理費 
現地で使用する測量機器を検定機関に委託する場合は検定費を直接入力します。 

e. 備品費 
直営作業を実施するのに必要な測量機器、機械器具費用、システム整備に係る

経費を直接入力します。  
  

a ━━ 
 
b ━━ 
 
c ━━ 
 
 
 
 
d ━━ 
e ━━ 
 

➊ 
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STEP2 基本情報・変化率・委託共通の登録 

1） [地区登録]をクリックし、[基本情報・変化率・委託共通]画面を表示【➊❷】 
 

  

 
 

[地区登録]画面では当該年度に実施する地区名、事業メニュー、委託形態、工程条件、
調査条件などの基本情報等を登録します。  
 
  

➊ 

❷ 
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2） [基本情報]タブで、基本情報を入力【a～c、➊、d～f】 

基本情報画面について 

 
 

a. 地区名 
当該年度に実施する地番区域名を入力します。  

b. 事業メニュー 
地籍調査の事業メニュー選択します。  

• 地籍調査事業一般  

• 都市再生地籍調査事業（都市再生街区基本調査の成果を活用）  

• 都市再生地籍調査事業（官民境界等先行調査）  

c. 委託形態 
地籍調査の委託形態を選択します。  

• 直営：  Ｅ工程及びＨ工程を直営（実施主体）で実施  

• 外注：  Ｅ工程を外注作業実施する。Ｈ２（閲覧）も外注作業で可能  

• ２項委託：  すべての工程を外注作業（受託団体）で実施  

d. 年度・地区 

• 年度：  地籍調査着手年度を西暦または和暦で入力  

• 都道府県：  都道府県を選択  

• 市区町村：  実施主体の名称を選択  

a ━━ 
b ━━ 
   
d ━━━ 
 
 
 
e ━━━ 
 
 
 

━━ c 
 
 
 
 

━━━━━ f 

➊ 
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• 連番：  当該年度に着手する調査地区に連番を付与  

e. 工程条件 
実施する地籍調査の工程条件を選択します。  

• 地籍調査（工程省略なし）  

• 地籍調査（電子基準点を与点としたＣ工程、Ｄ工程省略）  

• 既存成果活用（Ｃ工程、Ｄ工程省略）  

• 都市再生官民境界基本調査の成果を活用した地籍調査  

• 山村境界基本調査の成果を活用した地籍調査  

• 都市再生街区基本調査の成果を活用した地籍調査  

• 官民境界等先行調査の後続調査  
 

※1. 電子基準点を与点とした C 工程で実施する場合に、D 工程を省略できない
場合は[地籍調査（工程省略なし）]を選択して下さい。[委託工程別メニュ
ー画面]の C 工程算定で電子基準点のみを与点する選択ができます。  

※2. 既存成果を活用する場合は、原則 D 工程を省略しますが、これによりがた
い場合は D 工程の工程別基準額を補正することができます。  
補正した場合は、工程別基準額に補正率を乗じて計算します。  

 
[委託共通]タブ＞[旅費・使用料・安全費・打ち合わせ費等]タブ画面の[D 工程

補正率]を直接入力変更して下さい。  
 

 
 
 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ D工程補正率 
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既存成果を活用する場合の各工程の補正率は次頁の表のとおりです。  

• 地籍調査事業一般の補正率  

• 都市再生地籍調査事業、官民境界等先行調査の補正率  

f. 地籍調査条件 

• 縮尺：  調査地区の縮尺を選択  

• 精度区分：  精度区分を選択  

• 調査面積：  少数第 2 位までの km を入力  
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地籍調査事業一般の補正率 

事業メニュー  地籍調査事業一般  

工程条件  

地籍調査  既存成果活用  

省略なし  Ｄ工程省略  
官民境界  
基本調査  

山村境界  
基本調査  

C 無し  無し  省略  省略  

D 無し  省略  補正算定  ※70% 

FⅠ  無し  無し  60% 無し  

ＦⅡ－１  無し  無し  無し  無し  

ＦⅡ－２  無し  無し  無し  無し  

Ｇ  無し  無し  無し  無し  

Ｅ  無し  無し  94% ※50% 

Ｈ  無し  無し  無し  無し  

※70%は、標準補正率 70%、これによりがたい場合は補正率入力で算定可能  
※50%は、調査図素図等作成の所要日数  
 

都市再生地籍調査事業、官民境界等先行調査の補正率 

事業メニュー  都市再生地籍調査  官民境界等先行調査  

工程条件  

既存成果活用  地籍調査  既存成果活用  

街区  
基本調査  

官民境界  
基本調査  

官民境界  
先行調査  

省略  
無し  

Ｄ工程  
省略  

街区  
基本調査  

官民境界  
基本調査  

C 省略  省略  省略  無し  無し  省略  省略  

D 補正算定  補正算定  補正算定  無し  無し  補正算定  補正算定  

FⅠ  無し  60% 40% X60% X60% X60% 20% 

ＦⅡ－１  無し  無し  40% X60% X60% X60% 60% 

ＦⅡ－２  無し  無し  無し  X60% X60% X60% 60% 

Ｇ  無し  無し  無し  X60% X60% X60% 60% 

Ｅ  無し  94% 無し  X60% X60% X60% 56% 

Ｈ  無し  無し  無し  X60% X60% X60% 60% 

※94%は、調査図素図等作成の所要日数 100%上限  
※56%は、調査図素図等作成の所要日数 100%上限  
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3） [変化率]タブで諸条件係数の設定、変化率の算出【➊、a～d、❷】 

変化率画面について 

調査地区の調査条件及び地形条件から各工程の諸条件係数を設定します。  
各工程の諸条件係数を連乗（連乗計数）し、調査面積を乗じた変化率を算出します。  

 

 
a. 区分 

• 傾斜区分：  調査地区の傾斜区分を選択します。  

• 視通障害：  調査地区の視通障害区分を選択します。  

b. 一筆平均面積 

• 調査前筆数：  調査前の筆数を入力します。  

• 調査後筆数：  調査後（土地の異動修正後）の筆数を入力します。  

c. 一筆地形状 一筆の形状による区分を選択 

• 縮尺および精度：  調査地区の縮尺及び精度区分によりε係数を選択します。 

d. 形状の作業効率 
調査地区の周長（km）を入力します。  
飛地の場合には[飛地有り]をチェックオンして下さい。   

a ━━ 
  
b ━━ 
 
c ━━ 
 
 
d ━━ 
 

➊ 

❷ 
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各諸条件係数の選択・入力が終わりましたら[算定]をクリックします。各工程の諸条
件係数、連乗計数、変化率を一覧表で表示します。  
※  工程別算定メニューで測量機器にＧＮＳＳを使用する場合はこの算定内容に変更

が生じる場合があります。この画面では、観測手法に TS 法で実施する場合を想定
して算定しています。  

 
  変化率  ＝  連乗計数  × 調査面積  
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4） [委託共通]タブ＞[率設定]画面で経費算出の乗率を変更【➊❷、a～c】 
各工程の機械経費の雑器具費、需用費材料費の雑品費及び需用費消耗品費等を計算す
る時に用いる乗率を変更することができます。  
 

  

   
a. 機械経費-雑器具費 

各工程の雑器具費の乗率を上限値内（％）で変更することができます。  

b. 需用費-材料費-雑品費 
各工程の雑品費の乗率を上限値内（％）で変更することができます。  

c. 需用費-消耗品費等 

a ━━ 

➊ 
❷ 

b ━━ ━━ c 
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各工程の消耗品費等の乗率を変更することができます。  
Ｃ工程、Ｄ工程、ＦⅠ工程、ＦⅡ-１工程については上限値内（％）のチェック

は行いません。  
Ｅ工程、Ｈ工程につきましては上限値内（％）で変更することができます。  
上限値を超えた場合は警告のエラーメッセージが表示されます。  

 

5） [委託共通]タブ＞[旅費・使用料・安全費・打ち合わせ]画面で委託共有費を
入力【➊❷、a～f】 

外注作業を実施するのに必要な各工程の共有経費を入力します。  
入力したい経費項目をチェックオンにして下さい。  
初期設定では[安全費][諸経費]はチェックオンになっています。不計上にしたい場合

はチェックオフにして下さい。  
 

  
a. 旅費 

外注作業を実施するのに必要な旅費及び交通費の金額（税抜）を直接入力しま
す。  

b. 使用料及び賃借料 
外注作業を実施するために必要な基地の設置、または使用に要する使用料及び

賃借料を積み上げた金額を直接入力します。  

c. 安全費（初期設定チェックボックス オン） 
交通整理等に要する費用は、[変化率]タブの視通障害で入力した区分から安全率

が適用されて安全費は計算されています。  

━━━━━━━━━━━ b 
 
 
 
 
  

━━━━━━━━ f 

➊ 
a ━━ 
  
c ━━ 
 
  
d ━━ 
  
e ━━ 
 
 
 
 
 
 

  

  
  

  

❷ 
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d. 打ち合わせ 
外注作業を実施するために必要な打ち合わせに回数（１回数／日）を入力しま

す。入力した技師、技師補の回数は算定簿(A)委託工程の[打合せ費]の特記事項に
表示されます。  

e. D 工程の補正率 
既存成果を活用する場合は、原則 C 工程、D 工程を省略しますが、これにより

がたい場合は D 工程補正率を直接入力することができます。  
補正率を入力すると工程別基準額に補正率を乗じて算出します。  

f. 官民境界等先行調査の街区補正係数Ｘ 
Ｃ工程及びＤ工程を除く各工程にかかる経費には補正係数Ｘ（60%）が適用され

ますが、これによりがいたい場合に補正係数Ｘを直接入力することができます。  
補正係数 X を適用すると、C 工程及び D 工程を除く工程別基準額に補正係数 X を
乗じて計算します。  

 

6） [委託共通]タブ＞[その他の経費]画面でその他経費の入力【➊❷、a】 
その他経費を計上する場合は[その他の経費（ ...）]をチェックオンにして、金額（税

抜）を直接入力して下さい。  

• ＦＲ工程経費  

• 数値情報化経費  

• 電子基準点を与点としたＤ工程経費  

• 単点観測法（ＦⅠ工程）経費  

• リモートセンシング技術活用経費  

• その他経費  
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7） [委託共通]タブ＞[諸経費]画面で諸経費率の入力【➊❷、a】 
初期設定では[諸経費]、[諸経費率]の自動計算がチェックオンになっています。算定

簿(A)で、委託工程の直接経費を集計して諸経費率を計算して諸経費を算出します。  
 
もし、算定簿(A)の計画区合計（調査地区事業費（税込））を見て、諸経費率を上限、

下限の範囲で変更したい場合は、地区選定画面から[地区更新]タブ＞[委託共通]タブ＞
[諸経費]でこの画面に戻り、[率入力]で直接諸経費率（小数点以下一桁）を入力して算
定簿(A)を再作成して下さい。この処理は繰り返し操作が可能です。  
 
公益法人に発注する場合は、[公益法人]をチェックオンにしてください。  
委託に係る経費（成果検定費を除く）に諸経費率を乗じて得た値の 90％で算出しま

す。  

  

❷ 

❷ 

➊ 

━━━━ a 

➊ 

━━━━━━ a 
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8） [登録]をクリックして委託工程別メニュー画面へ【❶】 
基本情報、変化率、委託共通の入力が終わりましたら[登録]をクリックしてください。 

 
ここで入力した委託共有経費は[委託工程別メニュー]画面の[a.委託料共通]欄、[算定

簿(A)]の[b.委託共通]欄に表示されます。  

 
 

委託工程別メニュー 

 
  

算定簿(A) 

  

━ a 

━ b 

➊ 
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STEP3 工程別基準額の算定(調査地区事業費の算出) 

材料単価表について 

作業規程準則で標識の規格が定められている C 工程（基本図根三角点）、D 工程（地
籍図根多角点）、E 工程（筆界基準杭）、FⅠ工程（地籍図根多角点）については、あら
かじめ国内標準メーカの材料費単価が設定されています。  
 
材料単価表は[ツール]メニュー＞[材料単価表]よりご確認下さい。  

 
作業規程準則で標識の規格が定められていない E 工程、FⅡ-2 工程、G 工程の材料

費単価の設定については、[委託工程別メニュー]画面の[材料費単価設定]で行います。 
国内標準メーカの材料費単価の変更も[材料費単価設定]で行うことができます。  
 

1） メニューから材料単価表を確認【➊】 
 

  
[ツール]メニュー＞[材料単価表]で、あらかじめ設定されている材料費単価を確認し

ます。  

 

➊ 
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委託工程別メニュー画面 

1） 算定する地区名を選択し、委託工程別メニューを表示【➊～❸】 
地区選択画面から算定したい地区名を選択し、[委託工程別メニュー]タブをクリック

して[委託工程別メニュー]画面を表示します。  
 

 
 
 

  

➊ 

❷ 

❸ 
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[委託工程別メニュー]画面では、当該年度に実施する調査地区のＣ工程からＨ工程ま
での工程基準額（１㎢）を算定することができます。  
算定には積算基準書の作業歩掛を用います。  

 
 工程基準額  ＝  直接人件費  ＋  需用費(材料費) ＋  機械経費  ＋  需用費(消耗品費等) 
       ＋  安全費  ＋  精度管理費  ＋  成果検定費(第三者機関に委託する場合) 
 

 
a. メニューボタン 

• 地区選定画面  ：  TOP 画面。地区選定画面に戻ります。  

• 材料費単価設定  ： あらかじめ設定されている材料費単価の変更や規格の定めら
れていない材料費の単価設定を行うことができます。ここで変更や新規に設定し
た材料費単価は、現在算定している地区のみ有効です。  

※  新しい調査地区を算定する場合、前回新規に設定、変更した材料単価は初期
化されています（国内標準メーカの材料費単価は既定値に戻ります）。  

• 算定簿(A) ： 直営作業及び外注作業を実施するのに必要な直接経費、諸経費（外
注作業のみ）、消費税総額（外注作業のみ）を集計した計画区合計を算出する算定
簿(A)を作成します。 

b. 委託工程の[Ｃ工程]~[Ｈ工程] 
Ｃ工程からＨ工程までの工程別基準額を算定します。各工程をクリックすると、

工程基準額の算定画面が表示されます。  

• b2.初期化：算定した工程基準額を初期化します。  

━━━ b2 

a ━━ 
b ━━ 
 
 
 
 
 
c ━━ 
  
d ━━ 
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c. 委託料共通 
[基本情報・変化率・委託共通]画面の[委託共通]タブから入力した経費について

表示しています。この画面からでも委託共通経費の入力・変更することができま
す。その結果は、算定簿(A)委託共通のその他経費欄に表示されます。  

d. 直営工程(A) 
直営工程を作業する場合は、[直営工程(A)]タブをクリックして、直営工程算定

画面を表示させます。ここで、Ｅ工程及びＨ工程の直接作業費として、需用費（材
料費）、需用費（消耗品費等）、旅費、安全費を計上することができます。計上し
た経費は算定簿(A)の直営工程に表示されます。  

 

2） 委託工程別メニューの[材料費単価設定]の登録【➊❷】 
調査地区の工程別基準額を算定する前に、外注作業を実施するのに必要な材料費を

計算するための材料費単価を設定する必要があります。  
 
材料費単価設定は調査地区ごとに行う必要があります。  

 
材料費単価の変更方法については、第 5 章[材料費単価の変更(→P90)]をご参照して

下さい。  

 
 
 
 

  

➊ 

❷ 
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3） 各工程項目をクリック、工程別基準額画面で条件を選択・入力【❶❷】 
 
委託工程[Ｃ]～[H]をクリックすると各工程入力画面が表示されます。  

 
測量法、観測法、設置する標識の材質・規格、現地で使用する測量機器等、成果検

定（委託有無）の条件を選択・入力して工程別基準額を算定します。  
 
工程別入力画面の詳細は[C 工程～Ｈ工程の工程別入力画面(→P37)]を参照してくだ

さい。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

4） [基準額算定]をクリックし算定【➊】 
工程画面での選択・入力が終わりましたら[基準額算定]で工程別基準額の算定を行い

ます。  
 
 
 
 
 
 
 

[登録処理が完了しました]とメーセッジが表示されたら登録完了です。  

  

➊ ❷ 

➊ ➊ 
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5） EXCEL 出力【➊】 
登録完了後に[Excel 出力]をクリックすると、工程基準額の内容を目的のフォルダに

名前を付けて保存することができます  
 

  

 
ファイルを保存した後に工程別基準額を確認したい場合は Excel を起動すると、工

程別基準額が Excel ファイルで画面に表示されます。  
 

6） 算定する工程分３)～6)を繰り返し 
Ｃ工程～Ｈ工程の必要な各工程を入力し、算定します。  

 
  

➊ 



地籍調査事業費積算システム(正規版) 2018年度版 
簡単操作説明書 

37 

4.3.1 C 工程～Ｈ工程の工程別入力画面 

Ｃ工程 

C 工程（地籍図根三角測量）の作業費を積算基準書の C 工程歩掛表を用いて、直接
人件費、需用費（材料費、消耗品費等）、安全費、精度管理費、機械経費及成果検定費
（第三者機関に委託した場合）を集計した工程別基準額を作成します。  
 

 
 

a. 地籍測量 
測量法、観測手法を選択します。  

b. 選択項目 
電子基準点のみを与点としたＣ工程で実施する場合は[電子基準点のみを与点す

る]をチェックオンにして、整合点検、アンテナタワー設置の有無を選択して下さ
い。  

[有り]を選択した場合は、工程別基準額の標準作業量に整合点検 1 点と表示され
ます。アンテナタワーについては、機械経費の機械損料に記載されます。  
【注１】観測手法で TS を選択した場合、GNSS アンテナタワーの設置は算定でき
ません。  
【注２】工程条件で、地籍調査（工程省略なし）を選択している場合は D 工程の
省略はできません。電子基準のみを与点とした C 工程で、D 工程を省略できない

a ━━ 
 
b ━━ 
 
  
c ━━ 
 
 
 
 
    
d ━━ 
 
e ━━ 



地籍調査事業費積算システム(正規版) 2018年度版 
簡単操作説明書 

38 

場合はこの手順で算定して下さい。  

c. 材料費 
設置する標識の材料費を委託費で計上する場合は[有り]を選択し、設置する標識

の材質、寸法及び形状を選択して下さい。[材料費単価設定]で設定した材料単価で
材料費が計算されます。材料費が不要な場合は[無し]を選択して下さい。  

• 金属標を設置する場合は、設置項目の技術者の編成及び所要日数の歩掛を変
更して計算します。  

• 設置する標識を図根点保護する場合は、[はい]を選択して下さい。図根点保
護に必要な設置項目の技術者の編成及び所要日数の歩掛値を変更して計算し
ます。金属標を図根点保護する場合は、それぞれの歩掛値の変更値を加算し
て計算します。  

d. 機械経費 

測量法、観測法により、使用する測量機器を選択します。  
GNSS 法を選択した場合は、GNSS 解析用計算機が自動選択されます。  

e. 成果検定費 
Ｃ工程の測量成果を第三者機関に検定委託する場合は成果検定費[有り]を選択

して下さい。成果検定費は全国国土調査協会の検定料金に基づいて計算します。  
  
※1. C 工程では調査面積が 0.25 ㎢（縮尺 1/250、1/500）、0.4 ㎢（縮尺 1/1000）、0.5

㎢（1/2500、1/5000）未満の場合で、新点を 1 点設置する場合の[基準額算定]を
行うと、以下のメッセージが表示されます。  

 

Ｃ工程の変化率の計算 

 
C 工程の変化率は以下の計算式です。  

• [はい]→   C 工程  ＝ [αC×YC] ×(1 点／標準点数) 

• [いいえ]→  C 工程  ＝ [αC×YC] × 実施面積  

※2. 工程条件が既存成果活用の場合、C 工程省略で算定することができません  
※3. 電子基準点のみを与点としたＣ工程で、Ｄ工程を省略できない場合は地籍調査事
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業一般、工程条件で、地籍調査（省略なし）を選択して下さい。  
 

Ｃ工程の工程基準額 EXCEL 出力 

 

 

 
  



地籍調査事業費積算システム(正規版) 2018年度版 
簡単操作説明書 

40 

Ｄ工程 

D 工程（地籍図根多角測量）の作業費を積算基準書の D 工程歩掛表を用いて、直接
人件費、需用費（材料費、消耗品費等）、安全費、精度管理費、機械経費及成果検定費
（第三者機関に委託した場合）を集計した工程別基準額を作成します。  
 

   
• [a.地籍調査（電子基準点のみを与点とした C 工程、D 工程省略）]を選択した場合 

→D 工程は算定できません。  

• [b.既存成果活用（C 工程、D 工程省略）を選択した場合  
→原則Ｄ工程は省略します。  
ただし、これによりがたい場合は[基本情報・変化率・委託共通]画面の[委託共通]
タブ＞[旅費・使用料・安全費・打ち合わせ費等]タブでＤ工程の補正率（初期値
100%）を入力することで工程別基準額に補正率を乗じて算定することが可能とな
ります。  

  

a ━━━━ 
 
b ━━━━ 
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a. 地籍測量 
測量法、観測手法を選択します。  

b. 材料費 
設置する標識の材料費を委託費で計上する場合は[有り]を選択し、設置する標識

の材質、寸法及び形状を選択して下さい。[材料費単価設定]で設定した材料単価で
材料費が計算されます。材料費が不要な場合は[無し]を選択して下さい。  

• 金属標を設置する場合は、設置項目の技術者の編成及び所要日数の歩掛を変
更して計算します。  

• 設置する標識を図根点保護する場合は、[はい]を選択して下さい。図根点保
護に必要な設置項目の技術者の編成及び所要日数の歩掛値を変更して算定し
ます。金属標で図根点保護を行う場合は、それぞれの歩掛値の変更値を加算
して計算します。  

c. 機械費 
測量法、観測手法により、使用する測量機器を選択します。  
TS を選択した場合は、計算整理で使用するパソコンが自動選択されます。パソ

コン種別でデスクトップ型かノート型を選択します。  

d. 成果検定費 
Ｄ工程の測量成果を第三者機関に検定依頼する場合は成果検定費[有り]を選択

して下さい。成果検定費は全国国土調査協会の検定料金に基づいて算定します。  

a ━━ 
 
 
b ━━ 
 
 
 
 
  
c ━━ 
 
d ━━ 
e ━━ 
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e. 換算面積率 
C 工程を省略して、D 工程を行う場合にチェックを入れると D 工程の換算面積

に C 工程の換算面積を加算して算定簿(A)に表示します。  
 

Ｅ工程 

Ｅ工程（一筆地調査）の作業費を積算基準書のＥ工程歩掛表を用いて、直接人件費、
需用費（材料費、消耗品費等）、安全費を集計した工程別基準額を作成します。  
 

[歩掛]タブでは、当該年度に実施する直接人件費の歩掛値の変更及び標準作業工程に
作業の追加・取消の選択ができます。  
 

    
a. 調査地域 

調査地区が都市部か農林・林地かを選択します。  

b. 実施期間 
[E 工程]タブで、単年度でＥ工程を実施するのか、複年度でＥ１工程、またはＥ

２工程を実施するのかを選択します。  

c. 材料費 
設置する境界標識の材料費を委託費に含めて算定する場合は[有り]、直営工程に

計上する場合は[無し]を選択して下さい。その場合、[委託工程別メニュー]画面の
[直営工程(A)]タブの材料費で入力して下さい。  
筆界基準杭は、設置する標識の材質、寸法及び形状を選択します。単価は材料

a ━━ 
 
  
c ━━ 
 
 

━━ b 
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費単価設定の金額が適用されます。もし、コンクリート杭や金属標の設置が困難
な場合は、境界プレートを選択することができます。  
【注】筆界基準杭と境界プレートは混在で積算することはできません。どちらか
の選択になります。  
市町村境界杭、筆界杭は、設置する標識の単価は[単価設定]画面＞[Ｅ工程]タブ

で設定した市町村境界杭、筆界杭の材質、寸法及び形状の単価が適用されます  
ナンバープレートは、必要に応じてナンバープレートの設置費用が計上できま

す。  
必要枚数は筆界杭等本数として計算します。材料費単価は[単価設定]画面＞[Ｅ 

工程]タブのナンバープレートに設定します。  

 

Ｅ工程の工程基準額 EXCEL 出力 

 
 



地籍調査事業費積算システム(正規版) 2018年度版 
簡単操作説明書 

44 

 
※1. 消耗品費等及び安全費の直接作業費の算出には、標識の標準点数（点/㎢）を使用

します。  
※2. 筆界点等材料費については、以下の算出式により、筆界点等本数を算出してから、

材料費単価を乗じて金額で表示しています。（実施面積あたりの本数で算定してい
ます。  
筆界点本数等  ＝  標準本数  × γＦⅡ-1 × σＦⅡ-1 × 実施面積  

※3. 工程別基準額は、需用費（材料費）を減じた金額で表示しています。  
算定簿(A)では、工程別基準額とは別枠で筆界等材料費を表示しています。  
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歩掛 

[歩掛]画面で標準作業工程の作業追加・取消（有無）及び直接人件費の歩掛値の変更
ができます。  
 
標準作業工程の[有無]列をチェックオンにすると作業は追加され、チェックオフする

と取消します。  
 

[E 工程]タブで実施期間に単年度（E）を選択すると、標準工程作業はあらかじめす
べてチェックオンです。作業を取消したい場合は、チェックオフにして下さい。  

 
複数年度で実施します（[E 工程]タブで実施期間に複数年度（E１）を選択）。  
標準工程作業はチェックオンです。追加したい作業はチェックオンに、取消したい

作業はチェックオフにして下さい。  
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Ｅ１工程 

 
 
複数年度で実施します（[E 工程]タブで実施期間に複数度（E２）を選択）。標準工程

作業はチェックオンです。  
追加したい作業は、チェックオンに、取消したい作業はチェックオフにして下さい。  
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Ｅ２工程 

 
 

複数年度（E2）で実施する標準作業工程の有無の選択事例 

   
• 地元説明会【有無オン】：  歩掛を計上→  工程別基準額追加【作業名表示】  
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• 市町村境界調査【有無オフ】： 歩掛を不計上→  工程別基準額無し【作業名表示】  

工程別基準額の出力結果 
直接人件費の歩掛に地元説明会の歩掛が加算され、市町村境界調査の歩掛が減じら

れます。追加・取消した作業は工程別基準額の先頭に表示されます。  
 

Ｅ2 工程の工程基準額 EXCEL 出力 

 
 
  



地籍調査事業費積算システム(正規版) 2018年度版 
簡単操作説明書 

49 

歩掛値の修正 

 
標準作業工程の a.歩掛値を直接修正することができます。歩掛値を変更すると b.内

業・外業・合計の表示に反映されます。  
 

標準歩掛値の修正事例 

以下、歩掛値修正事例を紹介します。  

• c.関係機関等の調整（外）  

技師（2.5→5.0）、技師補（2.5→5.0）、助手（2.5→5.0）  
   標準歩掛値→歩掛値修正  

• d.不在者利害関係人の調査（内）  

技師（1.2→2.4）、技師補（3.6→7.2）、助手（3.6→7.2）  

• b.標準作業の歩掛値を変更すると内業・外業・合計の表示に反映されます。  

内業  技師（＋1.2）、技師補（＋3.6）、助手（＋3.6）  
外業  技師（＋2.5）、技師補（＋2.5）、助手（＋2.5）  
合計  技師（＋3.7）、技師補（＋6.1）、助手（＋6.1）  

━━━━━━━━ a 

━━━━━━━━━━━━━━━━━ b 

c ━━ 

d ━━ 
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Ｅ工程の工程基準額 EXCEL 出力 
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ＦⅠ工程 

FⅠ工程（地籍細部測量）の作業費を積算基準書の FⅠ工程歩掛表を用いて、直接人
件費、需用費（材料費、消耗品費等）、安全費、精度管理費、機械経費及成果検定費（第
三者機関に委託した場合）を集計した工程別基準額を作成します。  
 
工程条件でＤ工程が省略された場合には、FⅠ工程（D 工程省略）の歩掛を使用し、

γＦⅠ係数も（Ｄ工程省略）の係数を適用して算定しています。  
 
調査地区に増加特例対象地区がある場合は市街地係数を算出して当該部分に適用し

て算定します。  
 

 
a. 地籍測量 

測量法、観測法を選択します。GNSS 法によるネットワーク型 RTK 法で実施す
る場合、Ｅ２工程（現地調査）と併行して実施する場合は[併行]にチェックオンに
してください。観測項目の助手及び普通作業員の歩掛を不計上として算定します。 

b. 材料費 
設置する細部図根点及び図根多角点（D 工程省略のみ）の材料費を委託費に含

めて算定する場合は材料費[有り]を選択して下さい。  

a ━━ 
 
 
  
b ━━ 
 
c ━━ 
 
 
 
 
d ━━ 
  
e ━━ 
f ━━ 
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• 初期設定のＦⅠ工程の細部図根点で設定した材質、寸法及び形状の単価を適
用します。  

• Ｄ工程省略の場合は、FⅠ工程で必要な標識（図根多角点）の材質、寸法及び
形状を選択します。  

c. 機械経費 
測量法、観測法により、使用する測量機器を選択します。  
TS 法の場合は、パソコン種別でデスクトップ型かノート型を選択します。  

d. 成果検定費 
ＦⅠ工程の測量成果を第三者機関に検定依頼する場合は成果検定費[有り]を選

択して下さい。成果検定費は全国国土調査協会の検定料金に基づいて算定します。 

e. 換算面積率 
C 工程及び D 工程を省略している場合は、換算面積率をチェックオンにすると

ＦⅠ工程の換算面積に省略した C工程、D工程の換算面積を加算して計上します。  
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ＦⅠ工程の工程基準額 EXCEL 出力 
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増加特例 

調査地区に増加特例として調査地区に、段階工係数、防風林係数、崩土係数が適用
できる面積（一団として 0.1 ㎢以上）がある場合は、[市街地係数]をチェックオンにし
て対象係数を選択して、面積、係数を入力して下さい。普通αFⅠ係数に加算して、当
該部分のαFⅠ係数とします。  
調査地区に建物密度係数が適用できる面積がある場合には、[建物密度係数]をチェッ

クオンにして、対象面積、建ぺい率、容積率を入力します。  
【注】建物密度係数を適用する場合は、段階工係数、防風林係数、崩土係数は適用で
きません。  
増加特例のαFⅠ係数は対象面積のみに適用し、当該部分だけの直接経費を算出して

算定簿(A)の FⅠ工程の上段に表示します。  
増加特例地区を除く調査地区については、普通αFⅠ係数として直接経費を計算し算

定簿(A)の FⅠ工程の下段に表示します。  
 

 
 

a. 段階工係数 
対象地区がある場合は段階工係数をチェックオンにして、対象面積（小数部２

桁）、段階工係数（小数部２桁）を直接入力して下さい。もし、対象地区が複数あ
る場合は面積は合算し、段階工係数は平均値を入力して下さい。  

b. 防風林係数 
対象地区がある場合は防風林係数をチェックオンにして、対象面積（小数部２

a ━━━ 
   
b ━━━ 
   
c ━━━ 
 
 
  
d ━━━ 
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桁）、防風林係数（小数部２桁）を直接入力して下さい。もし、対象地区が複数あ
る場合は面積は合算し、防風林係数は平均値を入力して下さい。   

c. 崩土係数 
対象地区がある場合は崩土係数をチェックオンにして、対象面積（小数部２桁）、

崩土係数（比高、幅、延長、傾斜（（小数部２桁））を直接入力して下さい。  

d. 建物密集度係数 
対象区域がある場合は、建物密集度係数をチェックオンにして、対象面積（小

数点以下２桁）、建ぺい率（％）、容積率を入力して下さい。  
 

 
 

      
• FⅠ工程  上段  

 増加特定地区（調査面積、変化率、基準金額、委託工程（直接経費）   

• FⅠ工程  下段  
 増加特例外地区（調査面積、変化率、基準金額、委託工程（直接経費）   
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増加特例の設定例 

増加特例の対象面積と係数として、段階工係数（面積 0.1 ㎢、係数 0.50）、防風林係
数（面積 0.2 ㎢、係数 0.10）を入力した。  
この例のように係数が重複した場合のシステム上の取り扱いは面積を合算し、係数

は平均値を計算します。  
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ＦⅡ-１工程 

FⅡ-1 工程（一筆地測量）の作業費を積算基準書の FⅡ-1 工程歩掛表を用いて、直
接人件費、需用費（消耗品費等）、安全費、精度管理費、機械経費及び成果検定費（第
三者機関に委託した場合）を集計した工程別基準額を作成します。  
 
調査地区に増加特例対象地区がある場合は市街地係数を算出して当該部分に適用し

て算定します。  
操作方法は、FⅠ工程の増加特例と同じですので、そちらをご参照下さい。  

 

 
a. 地籍測量 

測量法、観測法を選択します。  

• ネットワーク型 RTK 法または単点観測法を選択すると、測量費は GNSS 測量
機１級が自動選択されます。  

• デジタル方位距離計法、DGPS 法については、基本情報で縮尺 1/1000、1/2500、
1/5000 を選択している場合に選択が可能となります。  

• GNSS 法によるネットワーク型 RTK 法で実施する場合、Ｅ２工程（現地調査）

a ━━ 
 
 
 
 
 
 
 
   
b ━━ 
 
 
 
c ━━ 

❶ 
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と併行して実施する場合は[併行]にチェックマークを入れて下さい。観測項
目の助手及び普通作業員の歩掛を不計上として算定します。  

※  GNSS（単点観測法）と TS 法を併行実施する積算には対応しておりません。
その場合は、GNSS 法実施区域と TS 実施区域を区分して地区名登録して積算
して下さい。  

b. 機械費 
測量法、観測法により、使用する測量機器を選択します。  
TS 法の場合は、パソコン種別でデスクトップ型かノート型を選択します。  

c. 成果検定費 
ＦⅡ-1 工程の測量成果を第三者機関に検定依頼する場合は成果検定費[有り]を

選択して下さい。成果検定費は全国国土調査協会の検定料金に基づいて算定しま
す。  

 

ＦⅡ-１工程の工程基準額 EXCEL 出力 
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ＦⅡ-２工程 

FⅡ-2 工程（原図作成）の作業費を積算基準書の FⅡ-1 工程歩掛表を用いて、直接
人件費、需用費（消耗品費等）、精度管理費、及び機械経費を集計した工程別基準額を
作成します。  
 

 
 

a. 地籍測量 
2 項委託の場合、現地検証する測量法、観測法を選択します。委託形態で直営及

び外注を選択している場合は、現地検証がありませんので地籍測量は選択できま
せん。  

b. 材料費 
原図作成の材料費として、原図の材質、寸法及び形状を選択します。  

c. 機械費 
測量法、観測法により、使用する測量機器を選択します。  

• パソコン種別でデスクトップ型かノート型を選択します。  

 

  

a ━━ 
 
 
 
  
 
 
 
 
b ━━ 
 
 
  
c ━━ 
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ＦⅡ-２工程の工程基準額 EXCEL 出力 

２項委託の場合は、直接人件費の工程管理・検査の歩掛には FⅡ-1 工程（一筆地測
量）と同じ変化率を乗じた結果で表示されています。  
工程別基準額の先頭に乗じた変化率が表示されます。  
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Ｇ工程 

G 工程（地積測量）の作業費を積算基準書の G 工程歩掛表を用いて、直接人件費、
需用費（材料費）、精度管理費、及び機械経費を集計した工程別基準額を作成します。 
 

 
 

a. 地籍測量 
2 項委託の場合、現地検証する測量法、観測法を選択します。委託形態で直営及

び外注を選択している場合は、現地検証がありませんので地籍測量は選択できま
せん。  

b. 材料費 
地積測量の成果を電子化した媒体の材料費を計上します。材料費は材料費単価

表で設定した単価で材料費が計算されます。  

c. 機械費 
測量法、観測法により、使用する測量機器を選択します。  

• パソコン種別でデスクトップ型かノート型を選択します。  

  

a ━━ 
 
 
 
 
 
 
 
b ━━ 
  
c ━━ 
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Ｇ工程の工程基準額 EXCEL 出力 

２項委託の場合は、直接人件費の工程管理・検査の歩掛には FⅡ-1 工程（一筆地測
量）と同じ変化率を乗じた結果で表示されています。  
工程別基準額の先頭に乗じた変化率が表示されます。  
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Ｈ工程 

H 工程（地籍図、地籍簿案作成）の作業費を積算基準書の H 工程歩掛表を用いて、
直接人件費、需用費（消耗品費等）を集計した工程別基準額を作成します。  
 
単年度で実施する場合は、H1 工程、H２工程、H3 工程の順で算定して下さい。  
また、当該年度に実施する直接人件費の歩掛値の変更及び標準作業工程の作業取消

ができます。  
 
標準作業工程についてはあらかじめチェックオンになっています。もし、作業を取

消したい場合はチェックオフにして下さい。算定の対象から外します。  

 
 
チェックオンの標準作業工程について、直接人件費を算定します。  
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Ｈ１工程の工程基準額 EXCEL 出力 
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Ｈ２工程（閲覧及び資料整理等） 

H2 工程を外注及び２項委託で実施する場合は閲覧及び資料整理等に必要な技術者
の直接人件費の歩掛（少数点以下一桁）を入力します。  
※  閲覧及び資料整理等を直営工程で行う場合は、地区選択画面の直営工程(D)にある

[賃金]をチェックオンにして、臨時職員の単価、必要日数を入力して直営工程の経
費に計上して下さい。）  

 

 
 
閲覧及び資料整理等で入力された歩掛を基に直接人件費を算定します。  
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Ｈ２工程の工程基準額 EXCEL 出力 
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Ｈ３（地籍図・地籍簿案の申し出に係る修正）工程 

標準作業工程についてはあらかじめチェックオンになっています。もし作業を行わ
ない場合はチェックオフにして下さい。算定の対象から外します。  

 
 
Ｈ３工程の工程基準額 EXCEL 出力 
 

 

  



地籍調査事業費積算システム(正規版) 2018年度版 
簡単操作説明書 

70 

H 工程（複図作成） 

H 工程（複図作成）の作業費を積算基準書の H（複図作成）工程歩掛表を用いて、
直接人件費、需用費（材料費、消耗品費等）、機械経費を集計した工程別基準額（１０
０枚当たり）を作成します。  
 
複図作成は必要に応じて作成することができるので、[基準額算定]タブをクリックす

ると注意メッセージが表示されますので、作成する場合は[はい]を選択して下さい。  
 

 
 

Ｈ工程の工程基準額 EXCEL 出力 
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複図作成の経費は、算定簿(A)の H 工程の複図費で工程実施面積に複図枚数（２部）、

基準金額に１００枚あたりの単価が表示されます。  
【注】複図枚数は、標準枚数×調査面積（小数点以下一桁切り上げ）で計算します。  
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7） [委託料共通]をクリックし、委託工程共有経費の確認・変更【➊】 
[基本情報・変化率・委託共有]画面の[委託共通]タブで入力した委託共有経費を確認

することができます。旅費、使用料及び賃借料、打ち合わせ、その他経費については[委
託共通設定]画面から変更が可能です。  
a.委託料工程別合計は、ここまで算定した工程別基準額の合計が表示されます。  
b.委託料合計は、委託共通経費（合計）＋委託料工程別（合計）を表示しています。  

 

 
 

 
 

b. a. 
➊ 



地籍調査事業費積算システム(正規版) 2018年度版 
簡単操作説明書 

73 

委託料共通 

[基本情報・変化率・委託共通]画面の[委託共通]タブで入力または委託工程別メニュ
ー画面の[委託料共通]タブで変更した経費は算定簿(A)の委託工程の直接経費に表示さ
れます。  
 

 
8） [直営工程(A)]をクリックし、直営工程(A)を設定【➊、a～e】 
直営工程(A)の経費を入力します。  

 

 
 

[直営工程(A)]では、[Ｅ工程]及び[Ｈ工程]の直営作業の経費として、標識及び原図の
材料費、消耗品費等、旅費、安全費を入力します。  

  

➊ 
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直営工程(A)設定について 

 
 
※   需要費（消耗品費等）E 工程及び H 工程の直接作業費とは、地区選択画面の直営

工程(D)で入力した賃金、報償費、材料費の合計金額です。  
 直営工程  直接作業費  ＝  賃金  ＋  報償費  ＋  材料費  

 
a. 材料費 

E 工程で設置する境界標識の材料費を直営工程の経費で計上する場合は[E 工程]
をチェックオンにして[有り]を選択します。 
標識の材質、寸法及び形状の選択方法は、委託工程別メニュー[E 工程]タブの材

料費入力方法と同じです。詳細はそちらをご参照下さい。  

a ━━ 

ｂ ━━ 

ｃ ━━ ｄ━━ 
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b. 需要費（消耗品費等）E 工程、H 工程 
直営作業を実施するために直接必要な作業用消耗品費、通信運搬費、修繕費、

及び補償費、倉敷料等の経費を計上することができます。  
- E 工程は直接作業費の３％、H 工程は直接作業費の５％以内。  

c. 旅費 
直営作業を実施するために必要な旅費・交通費の合計金額（消費費税抜き）を

直接入力します。備考にはコメントを入力することができます。  

d. 安全費 
交通整理等に必要な安全費を計算するために、視通障害区分を選択して安全費

率を確定して下さい。（安全費＝直接作業費×安全費率）  
その他、安全対策上必要な経費があれば直接金額を入力します。備考にはコメ

ントを入力することができます。  
 

ここで入力した経費は[委託工程別メニュー]画面の[直営工程(A)]欄、[算定簿(A)]の
[直営工程(A)]欄に表示されます。（算定簿(A)については次項目参照）  

 
 

算定簿(A) 

 
                         ┗直接経費-直営工程  
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9） [算定簿(A)]をクリックし、算定簿(A)を作成【❶】 
 

 
 

算定簿(A)について 

当該年度に実施する調査地区の直接経費（委託工程、直営工程）の合計額を算出し
た地籍調査事業費算定簿(A)を作成します。 
 
[算定簿(A)]をクリックすると Excel ファイル作成ダイアログが表示されます。  
 

  
算定簿(A)は Excel ファイルで目的のフォルダに保存することができます。  

  

➊ 
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10） EXCEL 起動 
ファイル保存後に EXCEL 起動メッセージが表示されますので必要に応じて起動し

ます。  
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算定簿(A)表示内容 

Excel を起動すると、工程別基準額が Excel ファイルで画面に表示されます。  
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①算定簿(A) 基本情報の表示内容 

[基本情報・変化率・委託共通]画面の[基本情報][変化率]画面で入力した内容を表示
します。  

• 事業の種類、都道府県名、市町村名、標準コード、調査地区名、調査地区面積、
計画着手年度、計画筆数（調査前、調査後）、一筆平均面積（調査前、調査後）、
縮尺、精度、傾斜条件、視通条件、筆の形状、作業効率（Y 係数）、距離係数（α
E）  

算定簿(A) 

 
 

②算定簿(A) 各工程別の諸条件係数、変化率、工程別基準額、直接経費の表示内
容 

[基本情報・変化率・委託共通]画面＞[変化率]タブで入力した条件に適合した諸条件
係数を表示します。  
 
諸条件係数から連乗計数を計算し、調査面積を乗じた変化率を算出します。  
変化率に工程別基準額を乗じて委託工程の直接経費を算定します。  

 
※1. 増加特例を適用した場合は、FⅠ工程、FⅡ-1 工程の[工程実施面積]、[変化率]、[基

準金額]、[直接経費（委託工程）]の上段に適用地区の算定結果を表示します。下
段は、増加特例地区を除いた地区の算定結果を表示します。  

※2. 複図費については、[工程実施面積]に原図枚数、[基準金額]に単価（100 当たり）
を表示します。原図枚数は、FⅡ-2 工程標準枚数に調査面積を乗じて算出（小数
点以下切り上げ）します。複図は原則 2 部作成します。  
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②算定簿(A) 

 
 

③算定簿(A) 各工程別の換算面積率、換算面積、特記事項の表示内容 

[換算面積]は、換算面積率に調査面積を乗じて計算します（小数以下第 3 位を四捨
五入）。  

[換算面積未計上]は、計画面積が狭小で換算面積を計算した時に、[0.00]となった場
合に小数以下第 5 位を四捨五入した数字[0.0000]を表示します。  

[特記事項]は、観測手法や増加特例を適用した場合に表示します。  

③算定簿(A) 
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④算定簿(A) [委託共通][直営工程(A)]で入力した経費の表示内容 

[基本情報・変化率・委託共通]画面＞[委託共通]で入力した委託共有経費及び[直営
工程(A)]で入力した経費の内容が[直接経費（委託工程）、（直営工程）]に表示されます。  

委託共通経費 

• 旅費、使用料及び賃借料  ：  直接入力した金額が表示されます。  

• 安全費：  チェックオンで自動計算します。  

• 打合せ費： 入力した技師、技師補の打合せ回数に技術者の基準日額を乗じて算出
した金額が表示されます。  

• その他作業工程：  [その他経費]で入力した経費の合計額が表示されます。  

• 諸経費（上段：諸経費率、下段：諸経費）： [直接経費（委託工程）]の合計額に基
づき計算した諸経費率を上段に表示します。  

• 直接経費（委託工程（成果検定費除く））： 合計額に諸経費率を乗じた諸経費を下
段に表示します。  

• 消費税相当額： [直接経費（委託工程（成果検定費除く））]の合計額に諸経費を加
算した額で計算した消費税相当額を表示します。  

• 成果検定費：  第三者機関に委託する成果検定費の合計額（税込）を表示します。 

• 直営工程(A)：  直営工程 A 設定で入力した経費が表示されます。  

• 需要費（材料費）：  直営工程 E 工程、H 工程の材料費と雑品費を合算して表示し
ます。特記事項では E 工程、H 工程と分けて表示しています。  

• 需要費（消耗品費等）：  直営工程の E 工程及び H 工程の消耗品費等を合算して表
示します。  

• 特記事項：  E 工程、H 工程と分けて表示しています。  

• 旅費： 直営工程作業を実施するのに必要な交通費、旅費の入力金額を表示します。
備考に入力したコメントを特記事項に表示します。  

• 安全費： 交通整理等に必要な経費とその他安全対策上必要な経費を合算して表示
します。その他安全費の備考に入力したコメントは特記事項に表示します。  
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④  算定簿(A) 

 
 

11） 次の実施地区の事業費を算定【➊】 
算定簿(A)の出力が終わりましたら[地区選択画面]をクリックしてデータ選択画面に

戻ります。  

 
 
次の実施地区の事業費を算定します。STEP3 の手順を実施地区の算定したい分だけ

繰り返します。  
 

➊ 
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[地区登録]をクリックして次の実施地区の事業費を算定します。  
すべての調査地区の算定が終わりましたら[算定簿(D)]の出力を行います。  
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STEP4 当該年度に実施する調査地区事業費の集計 

12） [算定簿(D)]をクリックし、算定簿(D)を出力【➊、a、❷】 
 

 
 
 

 
算定簿 (D)に出力したい地区名の [出力 ]欄のチェックをオンにして、 [算定簿 (D) 

Excel 出力(E)]をクリックして下さい。  
EXCEL ファイル保存画面が表示されます。保存すると Excel 起動画面出力ができま

➊ 

a 

❷ 
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す。  
起動させる場合は[はい]を選択して下さい。  

 

  
 

  

❹  



地籍調査事業費積算システム(正規版) 2018年度版 
簡単操作説明書 

86 

算定簿(D)について 

【算定簿(D)全体図】 
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① 

② 

③ 

④ 
⑤ 

⑥ 地籍調査費（委託工程＋直営工程） ４０，７１５，９１８      
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①直接経費（諸経費含む）※直営工程はありません 
調査地区の直接経費の総合計（成果検定を除く）から諸経費率を求めて、諸経費

を計算して、諸経費を含む直接経費を算出する。  

①直接経費(諸経費含む) ＝  調査地区の直接経費(総合計) ＋  諸経費  

 

②直接経費（成果検定費＋消費税相当額） 

上記①の直接経費に成果検定費（消費税相当額抜き）を加えた直接経費に消費税
（８％）を乗じて、直接経費の消費税総額を算出する。  

②直接経費(成果検定費  ＋  消費税相当額) 
＝(調査地区の直接経費(総合計) ＋  諸経費  ＋  成果検定費(消費税抜き)) × ８％  

 

③付帯経費（直接経費） 

委託工程の直接経費（諸経費含む）に附帯経費率（３％）を乗じて委託工程の附
帯経費を算出する。  

委託工程の附帯経費  ＝  (調査地区の直接経費(総合計) ＋  諸経費) × 3％  
 

直営工程の直接経費に附帯経費率（10％）を乗じて直営工程の附帯経費を算出す
る。  

直営工程の附帯経費  ＝  (調査地区の直接経費(総合計)) × 10% 

 

④付帯経費（消費税相当額） 

委託工程の附帯経費に消費税（８％）を乗じて附帯経費消費税相当額を算出する。  

委託工程の附帯経費  = 附帯経費  × 8％  
 

直営工程の附帯経費に消費税（８％）を乗じて附帯経費消費税相当額を算出する。  

直営工程の附帯経費  = 附帯経費  × 8％  

 

⑤直接経費（直接経費＋附帯経費） 

委託工程の直接経費（消費税相当額含む）に附帯経費（消費税相当額含む）を合
算します。  

委託工程の直接経費(附帯経費含む) 
＝  直接経費(消費税相当額含む) ＋  附帯経費(消費税相当額) 

 
直営工程の直接経費（消費税相当額含む）に附帯経費（消費税相当額含む）を合
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算します。  

直営工程の直接経費(附帯経費含む) 
＝  直接経費(消費税相当額含む) ＋  附帯経費(消費税相当額) 

 

⑥地籍調査事業費（委託工程+直営工程） 

委託工程の直接経費と直営工程の直接経費を合算して地籍調査事業を算出します。 

地籍調査事業費  ＝  委託工程の直接経費  ＋  直営工程の直接経費  

 

13） 終了します。 
算定簿(D)の作成及び出力が終わりましたら、積算システムを終了させて下さい。  

[ファイル]メニュー＞[終了]でアプリケーションを終了します。作業内容は自動で保存
されます。  
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第5章 材料単価、基本情報及び変化率の変
更手順 

5.1 材料費単価の変更 

本システムでは、準則で規定されている標識[Ｃ工程]及び[Ｄ工程]については、国内
標準メーカの単価を参考にして、材質、寸法及び形状別に、あらかじめ単価を設定し
ています。もし、設定した材料単価を変更したい場合は、直接単価を修正することが
できます。  
 
規定されていない標識[Ｅ工程]及び[ＦⅠ工程]については、材質、寸法及び形状と表

示されている項目に、使用する標識の材質、寸法及び形状、単価を直接入力して設定
して下さい。  
 
※1. 材料費単価設定を登録しないで、委託工程別メニューから工程別基準額を算定す

ると、先に材料費単価の設定を行ってくださいと注意メッセージが表示されます
ので、必ず登録してから行ってください。  

 

 
 
※2. 工程別基準額の算定過程で、材料費単価設定を変更（更新）した場合は既に登録

されている工程別基準額は初期されますのでご注意下さい。  
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委託工程別メニュー画面の[材料費単価設定]をクリックすると単価設定画面が表示

されますので、変更したい材料費単価を直接入力して変更することができます。  
あらかじめ設定されている材料費単価を確認したい場合は、ツール(T)の[材料単価

表]をクリックすると材料費単価表が表示されます。  
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5.1.1 Ｃ工程 

 
 

[a.設定単価]の変更 

• [Ｃ工程]で設定されている標識の[a.設定単価]欄に直接単価を入力します。  

例： a.地籍図根三角点（プラスチック杭、10×10×70 ㎝）の単価０円を単価 1,200
円に変更します。  

単価０円→ .に[1200]と入力します。  

 

━━━━━━━━━━ a 

━━━━━━━━━━ a 
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5.1.2 Ｅ工程 

 
 

筆界基準杭→ [a.単価]のみ入力 

• [筆界基準杭]は準則で規定されている材質、寸法及び形状別に、あらかじめ国内標
準メーカの材料単価が設定されています。  

筆界点杭、市町村境界杭、ナンバープレート→ [b.材質、寸法及び形状、単価]入力 

• 規定されていない[筆界点杭]、[市町村境界杭]、[ナンバープレート]については、
使用する標識の材質、寸法及び形状、材料費単価を直接入力します。  

備考にはコメントを入力することができます。  

  

━━━━━━━━ ｂ 

━━━━━━━━━━━━ a 



地籍調査事業費積算システム(正規版) 2018年度版 
簡単操作説明書 

94 

5.1.3 ＦⅠ工程 

 
細部図根点→[a.材質、寸法及び形状、単価]入力 

• 準則で規定されていない[細部図根点]の標識については、使用する標識の材質、寸
法及び形状、材料費単価を直接入力します。  

地籍図根多角点→[b.単価]のみ入力 

• [Ｄ工程]省略で[地籍図根多角点]の標識を設置する場合は、準則で規定されている
材質、寸法及び形状別に、あらかじめ材料単価が設定されています。  

 
[ＦⅡ-2 工程]の原図作成及び[Ｈ工程]の複図作成については、準則で規定されている

材料の材質、寸法及び形状の材料費を１枚あたりの単価で設定します。  
以下工程も単価のみ入力し、設定します。  
 

5.1.4 ＦⅡ-2 工程 

 

━━━━━━━ a 
 
━━━━━━━ b 
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5.1.5 Ｈ工程 

 
 

5.1.6 Ｇ工程 

 
• [Ｇ工程]では地積測定を行った成果を記録する媒体（CD-R）の 1 枚あたりの単価

を設定します。  

 
変更したら[登録]で材料費単価の変更が完了し、各工程別基準額の再算定を開始でき

ます。  
登録した際に、材料費の単価が[０]で設定されている材料がある場合は、以下の注意

メッセージ画面が表示されます。算定に必要のない材料であれば[OK]を選択して下さ
い。  
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❶ 
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5.2 基本情報の変更 

算定の途中または、登録済地区の基本情報を変更したい場合は、一度 TOP 画面（地
区選択画面）に戻り、[地区更新]から行うことができます。  

 
 

 
※縮尺及び精度区分の変更については、登録した地区を削除して、あらためて地区登
録から行って下さい。  
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調査面積のみの変更例 
表示されている登録した調査面積を直接入力し、[更新]で調査面積の変更が完了しま

す。  
変更が完了したら必ず[更新]をクリックして下さい。画面には、[既に算定されてい

る各委託工程の算定結果は全て初期化されます。よろしいですねと表示されます。  
この時点で、前回算定した工程別基準額はすべて初期化されます。  

 
[閉じる]で TOP 画面にもどり、[工程別メニュー]で、工程別基準額の算定から再開

します。その際、前回行った工程別基準額の算定条件は、ファイルに保存されていま
すので、表示された工程別基準額は前回の算定入力条件を復元していますので変更点
がなければ表示内容を確認して[登録]して下さい。  
 

 
※前回算定した条件で再現されています。  
  



地籍調査事業費積算システム(正規版) 2018年度版 
簡単操作説明書 

99 

第6章 シミュレーション機能(歩掛値の変更方
法) 

 

シミュレーション機能について 

本システムのシミュレーション機能とは、積算基準書に記載されている標準的な歩
掛値を直接変更して、事業費を算定することができます。  
 
特に、ご要望が多く寄せられていますＥ工程について、簡単に標準工程作業から追

加・取消や作業歩掛値の変更ができるようになっています。  
 
また、工程別基準額表の Excel シートには直接人件費の計算式が挿入されています

ので、各工程の直接人件費を必要に応じて変更した工程別基準額を作成し、その工程
別基準額を[地籍調査事業費算定簿(A)]の工程別基準額（標準的な経費算出）と差し替
えることで地籍調査事業費（地区集計）を再算定することができます。  
 

Ｅ工程のシミュレーション機能について 

はじめに、Ｅ工程画面からＥ工程を単年度（Ｅ）で実施するのか、複数年度（Ｅ1、
Ｅ2）で実施するのか選択して、[歩掛]画面に進みます。  
 

 
 

Ｅ工程（単年度） 

選択したＥ工程の歩掛画面が表示されます。この時、選択したＥ工程の標準作業工
程については、[有無]のチェックオン[有]の状態になっています。 

 

標準工程の作業の[有無]選択 

Ｅ工程（単年度）の場合、当該年度に実施しない作業につきましては[有無]のチェッ
クをオフにして下さい。チェックオフの作業歩掛は不計上で直接人件費を算出します。 
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下記は、[地元説明会]、[市町村境界調査]を当該年度に実施しないとした例です。  
チェックを外した作業の歩掛は[０]、内業・外業の歩掛集計も減じて表示されていま

す。工程別基準額のトップにチェックを外した[無]作業名が表示されます。  
 

（Ｅ工程歩掛）画面 

 
 

（Ｅ工程）工程別基準額票 

 
 
Ｅ1、Ｅ2 工程（複数年度）の場合は、当該年度に実施しない作業についてはチェッ

クを外[無]、追加したい作業についてはチェックをオン[有]にして下さい。チェックオ
フした作業歩掛は不計上に、チェックオンした作業歩掛は加算して直接人件費を算出
します。  

 

 

変更前 

チェックを外した[無]作業名 
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下記は、Ｅ1 工程で[地元説明会]は実施せず、[市町村境界調査]を追加した例です。 
 

チェックを外した作業の歩掛は[０]、チェックオンした作業の歩掛は標準値が表示
され、内業・外業の歩掛集計も増減して表示されています。工程別基準額のトップに
チェックを外した[無]作業名とチェックオン[有]にした作業名が表示されます。 

 

 
 

 

 

 

 
 

Ｅ工程標準作業工程の歩掛値の変更方法 

変更したい作業名の歩掛値を直接入力変更します。歩掛値の内業・外業・合計値は
変更する毎に集計値が更新されて表示されます。  
 

 

チェックオフ[無]作業名 
チェックオフ[有]作業名 

変更前 



地籍調査事業費積算システム(正規版) 2018年度版 
簡単操作説明書 

102 

変更が完了しましたら[基礎額算定（S）]で登録－工程別基準額の作成をおこないま
す。登録が完了しますと変更した歩掛値は、登録した地区名の E 工程歩掛値を変更値
で更新しています。以降、登録した地区名では E 工程の歩掛値を更新値で算定します。  
もし、標準歩掛値に戻したい場合は、[委託工程別メニュー]＞[Ｅ工程]を選択して歩

掛値を標準値に変更し直して登録－工程別基準額の再作成を行って下さい。  
 

複数年度（Ｅ2）[代位登記の申請（内業）]歩掛値の変更例 

代位登記の申請の歩掛値を以下のとおり変更する。  

変更前 

（主任（0.0）、技師（0.2）、技師補（0.2）、助手（0.0）、普通作業員（0.0） 

変更後 

（主任（10.0）、技師（10.0）、技師補（10.0）、助手（10.0）、普通作業員（10.0））  

歩掛増減 
（主任（＋10.0）、技師（＋9.8）、技師補（＋9.8）、助手（+10.0）、  
普通作業員（＋10.0））  
 

【変更前の画面】 
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【変更後】 

 

 
 

各工程の直接人件費の標準歩掛値を変更して算定する方法 

まず、標準的な歩掛値で工程別基準額（Ｃ工程～Ｈ工程）を算定して Excel ファイ
ルを保存します。工程別基準額の算定が終わりましたら算定簿(A)を作成し、Execl フ
ァイルを保存します。  
次に、歩掛値を変更したい工程別基準額表の直接人件費の歩掛値を変更して工程別

基準額を再計算します。変更した工程別基準額を算定簿(A)の基準額金額に修正入力す
ることで、計画区合計金額を再算出します。  
※   標準歩掛値の変更は、外部ファイルで出力した工程別基準額（Excel ファイル）に

対して行うもので、登録した地区ファイルの歩掛値を更新するものではありませ
ん。  

 

変更手順－① 工程別基準額表の標準的な歩掛値の変更 
直接人件費の歩掛値の変更は[数量]のみ変更することができます。[金額]には計算式

（数量×単価）]が組み込まれていますので、数量を変更すると金額が再計算されて工
程別基準額の合計金額も再計算されます。  
 
（例）Ｃ工程で伐採経費として、測量助手（＋3.0 人）と普通作業員（＋3.0 人）の経
費を計上するように[数量]を変更します。  
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変更手順－① 算定簿(A)の工程別基準額の修正入力 

直接人件費の標準的な歩掛値を変更して再計算した[工程別基準額①]の金額を算定
簿(A)のＣ工程[基準金額②]に修正入力します。  
この[基準金額]で[諸経費③]、[消費税④]がそれぞれ再計算されて[計画区合計⑤]が

算出されます。  
 

【変更前】 

 

① 
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【変更後】 

 

 

 
 
 

② 

③ 
④ 

⑤ 
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